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第１章 試練に立つ日米関係 1970－1972 年 
第１節 両国指導者の対外認識  
第２節 「友好的競争関係」の現出  
第３節 両国関係の意義づけの模索  
第４節 両国関係の「裾野」の広がり  
第５節 「地球」時代の新たな課題  
 
第２章 グローバルな相互依存への対応 1973－1974 年 
第１節 日米欧の関係強化の試み  
第２節 両国関係の「多角化」の追求  
第３節 石油危機の衝撃  
第４節 日本の対米基軸路線の明確化  
第５節 フォード大統領訪日の成功  
第６節 捕鯨問題をめぐる対日批判  
 
第３章 「先進民主主義国」としての協力関係 1975－1976 年 
第１節 先進国サミットへの道  
第２節 サイゴン陥落後のアジア太平洋政策  
第３節 「民主主義の危機」への対抗  
第４節 広報外交としての昭和天皇訪米  
第５節 対外政策における「道義」 
 
第４章 米国の対日要求の高まりと日本の積極外交 1977－1978 年 
第１節 「ゆとりを欠く」米国  
第２節 日本による積極外交の展開  
第３節 中国との関係の進展  
第４節 多様な対日批判の噴出  
 
第５章 グローバルな日米協力の展開 1979 年 
第 1 節 大平首相が目指す「国際化」  
第 2 節 「プロダクティブ・パートナーシップ」の提唱  
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第３節 多元的な日米協力の成立  
第４節 インドシナ難民問題をめぐる日米協力  
第５節 「国際化」への一里塚としての難民支援  
第 6 節 中国への関与政策  
 
第６章 国際秩序の擁護者としての「日米同盟」 1980 年 
第１節 相次ぐ国際危機への対応  
第２節 大平首相の「救米運動」  
第３節 「新冷戦」の虚実  
第４節 文化をめぐる相克  







































































 長氏は第 2 章で、キッシンジャーが大西洋同盟の活性化のために、1973 年 1 月に新大西
洋憲章構想を発表し、民主主義を媒介に「西側の道徳的結束」（97 頁）をはかったと指摘
する。日本政府もこれに呼応し、価値観の共有の観点から、キッシンジャー構想を支持し












1974 年 11 月のフォードによる米大統領として初めての訪日は「成功」を収め、日米相互
の信頼向上に寄与したのである。 









止め、「ASEAN 重視へと舵を切った」（156 頁）。フォードは 1975 年 12 月に太平洋ドク
トリンを発表し、アメリカが「太平洋国家」としてこの地域におけるプレゼンスを継続す
る旨表明した。1975 年秋の昭和天皇夫妻の訪米は対米広報外交の一環であり、「大成功」















 米国はベトナム戦争後の ASEAN に期待し、日本の積極的関与を求めた。日本政府も東
南アジアを日本のいわば「選挙区」（204 頁）と見なし、この地域の安定と発展のために、
ASEAN 重視外交を進める方針であった。1977 年の福田ドクトリンの発表はその現れであ
った。日米貿易摩擦が止むことがなかったが、1978 年 1 月の牛場・ストラウス声明で、牛
肉・オレンジの輸入枠の拡大、関税の引き下げで合意し妥協がはかられた。日本はさらに
対米防衛協力を進め、日米ガイドラインに合意した。福田はまた 1978 年 9 月、日本の首相
として初めて中東訪問を行い、カーター政権の支持を得て、中国と平和条約を結んだ。ブ




な」批判（226 頁）の再来であった。             















る日本社会の関心の喚起に努めた。大平は日本の難民定住枠を 500 人から 1000 人に倍増さ
せ、難民支援を日本の国際化への一里塚として位置づけたのである。 
大平はさらに中国に対する円借款の供与を開始し、米国と協力して中国の近代化路線を
支援した。カーター政権も 1979 年 1 月に中国との国交を樹立し、中国関与政策をとったの
である。 
長氏は第６章で、1980 年までに「日米同盟」は国際秩序の擁護者となったと述べる。日












































































































（２）論文の評価                                                           
 以上が長氏の博士論文の独自性、優れた諸点であるが、審査委員会では次のような疑問、
問題点が提起された。 



























 第五に、長氏は ASEAN をめぐる日米協力を強調するが、米国はむしろ日本の ASEAN 市
場への進出を警戒していたのではないだろうか。ASEAN は日米の競合、競争の場と見る視
点も必要であろう。これに関連し、フォードが太平洋ドクトリンを発表した演説で米・
ASEAN 関係の強化について言及しているが、本論文が全く触れていないことはやや不可
解である。また 1979 年に勃発した中越紛争の日米外交に与えた影響についても、とくに説
明はない。 
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最後に、長氏は、日本の政治家が「自由と民主主義」を謳う時、米国の政治家と共通の
理解にたっていたかの印象を与えるが、果たしてそうであろうか。日本の政治家がこのよ
うな言葉を語る時、日本国内の差別、人権の問題をどの程度真剣に受け止め、国際的標準
に向けその改善、是正を考えていたのであろうか（米国の政治家についても同様の指摘が
可能であるが、長氏が少なくともキッシンジャーの価値観外交の矛盾を認識していること
は、191 頁の記述から明らかである）。日本の政治家の公の修辞と実際の政策、行動との乖
離に留意する、あるいはそれらを十分に認識する姿勢が望まれる。 
 
審査委員会は以上のような疑問、問題を示したものの、これらは長氏の今後の研究課題
と解すべきである。長氏の博士論文は第一級の日米関係史研究であり、今後この分野で長
く参照される必読文献となるであろう。われわれは長氏により、初めて 1970 年代日米関係
を包括的に把握する研究を得たといえる。その学問的意義・貢献には実に重要なものがあ
る。すでに氏の博士論文はある出版社から刊行計画が進められているが、口頭試問の場で
も提起があったように、論文の一部の英文化、あるいは博士論文そのものの英語出版を積
極的に推奨したい。氏の研究が公刊された場合には、日米双方の学界で大きな反響を呼ぶ
であろう。長氏のさらなる研鑽に大いに期待したい。 
 
 
